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■ 資料－２ 地方公共団体健全化法 関係資料
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Ⅰ．決算の状況 (単位:千円)

①　＜一般会計＞

30年度 29年度
28年度
（参考）

増減額
（30-29）

増減率
（同左）

72,643,911 73,447,536 72,999,543 △803,625 △1.1

71,498,706 71,878,544 71,145,881 △379,838 △0.5

1,145,205 1,568,992 1,853,662 △423,787 △27.0

340,912 815,345 1,277,307 △474,433 △58.2

804,293 753,647 576,355 50,646 6.7

753,647 576,355 704,720 177,292 30.8

50,646 177,292 △128,365 △126,646 △71.4

②　＜特別会計＞
 収  入  額  支  出  額 収支差引額 繰越すべき  実質収支額 前年実質 単年度収支

(A) (B) (A)-(B)=(C)  財源  (D) (C)-(D)=(E) 収支額(F) (E)-(F)=(G)

国 保 20,763,574 20,442,848 320,726 － 320,726 1,475,036 △1,154,310

後 期 高 齢 2,816,648 2,809,472 7,176 － 7,176 4,519 2,657

介 護 保 険 13,466,429 13,310,016 156,413 － 156,413 112,178 44,235

中 小 企 業 30,558 29,378 1,180 － 1,180 288 892

農 業 共 済 17,306 17,248 58 － 58 76 △18

鴻 池 財 産 区 11,635 11,548 87 － 87 38 49

荒 牧 財 産 区 31,377 31,320 57 － 57 42 15

新 田 中 野
財 産 区

9,783 9,730 53 － 53 32 21

合   　 計 37,147,310 36,661,560 485,750 － 485,750 1,592,209 △1,106,459

③　＜公営企業会計＞

（総収益） （総費用） (純利益・損失）
（当年度未処分利益剰余
金又は当年度未処理欠
損金）

(前年度繰越利益剰余金
又は前年度繰越欠損金）

(当年度繰越利益剰余金
又は当年度繰越欠損金
（案）)

病 院 事 業 12,754,998 12,348,156 406,842 △5,305,785 △5,712,627 △5,305,785

水 道 事 業 3,709,619 3,339,478 370,141 970,382 564,302 564,443

工業用水道事業 351,238 273,063 78,175 455,016 339,250 347,425

下 水 道 事 業 4,708,658 4,254,180 454,478 866,650 7,715 2,193

交 通 事 業 2,313,168 2,306,200 6,968 △401,842 △408,810 △401,842

モーターボート
競 走 事 業

13,470,526 13,150,238 320,288 428,582 108,294 98,582

合   　 計 37,308,207 35,671,315 1,636,892 △2,986,997 △5,101,876

                                          ※企業会計は、仮受･仮払消費税を除く

会   計   別

 1 歳 入 総 額           (A)

 4 翌 年 度 へ 繰 り 越

 3 歳入歳出差引額(A)-(B)=(C)

 2 歳 出 総 額           (B)

 6 前 年 実 質 収 支     (F)

 5 実 質 収 支   (C)-(D)=(E)

   す べ き 財 源        (D)

 7 単 年 度 収 支(E)-(F)=(G)

       区           分
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平成30(2018)年度決算資料（計数編）
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Ⅱ．主な財政指標（普通会計ベース）の推移 （単位：％、千円）

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 30－29

（30/29）

経常収支比率 94.6 94.0 93.9 94.4 94.3 △0.1

人件費 25.2 25.2 24.9 25.6 25.5 △0.1

扶助費 14.2 14.9 14.4 14.9 14.9 －

公債費 20.9 15.8 16.5 16.6 16.4 △0.2

物件費 12.6 15.2 14.1 14.1 13.9 △0.2

維持補修費 0.8 0.7 0.9 0.7 0.7 －

補助費等 11.5 11.5 12.4 11.9 11.5 △0.4

貸付金 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 －

繰出金 9.4 10.5 10.7 10.7 11.5 0.8

財政力指数 0.83 0.83 0.83 0.83 0.83 －

財政調整基金現在高 6,457,453 7,012,719 7,707,685 7,610,810 7,305,866 (96.0)

国民健康保険事業特
別会計勘定分を除く 5,960,197 6,400,372 7,095,338 7,610,810 7,305,866 (96.0)

地方債現在高 64,471,756 62,947,645 62,396,949 60,647,257 58,545,872 (96.5)

普通債(*) 35,073,955 32,159,104 30,733,901 28,379,562 25,751,129 (90.7)

特例債(*) 29,397,801 30,788,541 31,663,048 32,267,695 32,794,743 (101.6)

標準財政規模 38,618,875 39,545,241 40,030,324 40,550,291 40,965,473 (101.0)

＊ 普通債とは、特例債以外の地方債をいう。
＊ 特例債とは、臨時財政対策債、減収補てん債、減税補てん債、臨時減収補てん債の合計をいう。
＊ 端数処理のため、合計額が一致しない場合がある。

Ⅲ．財政健全化判断比率 （単位：％）

Ｈ29 Ｈ30 差

実質赤字比率 － － －

連結実質赤字比率 － － －

実質公債費比率 7.1 6.6 △0.5

将来負担比率 － － －

資金不足比率 － － －

　病院事業会計 － － －

　水道事業会計 － － －

　工業用水道事業会計 － － －

　交通事業会計 － － －

　下水道事業会計 － － －

　モーターボート競走事業会計 － － －

＊ 実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比率及び資金不足比率については該当なし

・経営健全化基準 20.0%

長期借入金残高　210,000千円

長期借入金残高  97,000千円

・早期健全化基準 11.43％
・財政再生基準　 20.00％

・早期健全化基準 16.43％
・財政再生基準　 30.00％

・早期健全化基準 25.0％
・財政再生基準　 35.0％

・早期健全化基準 350.0％
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伊丹市における財政健全化法の
対象範囲のイメージ

指標の対象範囲
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一般会計

中小企業勤労者福祉共済事業

普通会計

国民健康保険・後期高齢者医療・介護保険・農業共済
の各特別会計

病院・水道・工業用水道・下水道・交通

モーターボート競走の各公営企業会計

公営企業会計

地方公営企業法

公営事業会計

クリーンランド、丹波少年自然の家、
兵庫県後期高齢者医療広域連合

社会福祉事業団

一部事務組合等



健全化判断比率等の概要について 

 

 

 

 

 

・ 一般会計等の実質赤字額： 

一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額 

・ 実質赤字の額＝ 繰上充用額 ＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

 

 

 

 

 

・ 連結実質赤字額： イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額 

 

イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を

生じた会計の実質赤字の合計額 

ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

 

 

 

 

 

 

 

・ 準元利償還金： イからホまでの合計額 

 

イ 満期一括償還地方債について、償還期間を 30 年とする元金均等年賦償還とした場合における 1 年当

たりの元金償還金相当額 

ロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと

認められるもの 

ハ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源

に充てたと認められるもの 

ニ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

ホ 一時借入金の利子 

 

　実質赤字比率　　＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

　連結実質赤字比率　　＝
連結実質赤字額

標準財政規模

　実質公債費比率　　＝

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－
　　　　　　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　　標準財政規模　－　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）（３か年平均）



 

 

 

 

・ 将来負担額： イからチまでの合計額 

 

イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第 5 条各号の経費に係るもの） 

ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 

ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額 

ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

ヘ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債

務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

ト 連結実質赤字額 

チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

 

・ 充当可能基金額： イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第 241 条の基金 

 

 

 

 

・ 資金の不足額：  

資金の不足額（法 適 用 企 業 ）＝（流動負債－控除企業債等－控除未払金等－控除額－控除引当金

等－ＰＦＩ建設事業費等）＋建設改良費等以外の経費の財源に充て

るために起こした地方債の現在高－（流動資産－控除財源－控除額

＋貸倒引当金） － 解消可能資金不足額 

資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費

の財源に充てるために起こした地方債現在高） 

－ 解消可能資金不足額 

※ 解消可能資金不足額： 事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情

がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額。 

※ 宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例がある。 

 

・ 事業の規模：  

事業の規模（法 適 用 企 業 ）＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額 

事業の規模（法非適用企業）＝ 営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額 

※ 指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業については、営業収益の額に関する特例がある。 

※ 宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、「事業経営のための財源規模」（調達した資

金規模）を示す資本及び負債の合計額とする。 

　資金不足比率　　＝
資金の不足額

事業の規模

　将来負担比率　　＝

（将来負担額） － （充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債残高等に係る
　　　　　　　　　　　　 基準財政需要額算入額）

　　標準財政規模　－　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）



 

財 政 指 標 及 び 用 語 の 解 説  

    

 

 

○ 一般財源 

  財源の使途が特定されず、どのような経費にも使用することができるものを一般財源と

いう｡ 

  一般的には、市税、地方譲与税、地方交付税、交通安全対策特別交付金、国有提供施

設等所在市町村助成交付金、自動車取得税交付金などを一般財源といい、特に、市税、地

方譲与税、地方交付税をもって一般財源を代表させることが多い。 

地方公共団体が自主的判断で、地域の実態に即応した施策を行うためには、一般財源が

多く確保されることが望ましい。 

 

○ 経常的経費 

 経常的経費は、歳入における経常的収入に対応するものであって、年々継続して固定的

に支出される経費のことである。 

 おおまかに言えば人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費等、公債費が経常的経

費というが、人件費のうち定年による退職以外の退職手当（勧奨退職など）、公債費のう

ち繰上償還金などは臨時的経費に属する。 

一般財源によって賄われる経常的経費の増大は、財政構造を悪化させ財政運営上危険性を

はらんでいる。しかし、行政サービスに直接関係のある経費を極端に削減することは、その

目的とする行政活動そのものに支障をきたすこととなる。したがって、経常的経費が少ない

ことは望ましいが、その削減にあたっては住民サービスを極力低下させないような方法で行

うべきである。 

 

○ 経常的収入 

 経常的収入とは、地方公共団体の収入で毎年度連続的に、また、安定的に確保できる見

込みのある収入のことをいう。 

 経常的収入の多寡は、歳入構造の安定性を表わす指標となるものであるが、行政水準の

向上を継続して維持するためには、経常的収入が行政活動の進展に対応して増加していく

ことが望ましい。 

 経常的収入の代表的なものは、市税、地方交付税であるが、市税のうち都市計画税、適

用期間のある超過課税は臨時的収入であり、地方交付税でも特別交付税は臨時的収入に分

類される。 

 経常的収入は、経常的経費を賄って、なおある程度の余剰があることが望ましいとされ、

経常的経費が経常的収入を超過した場合は、経常的経費を他の臨時的収入で賄う以外に方

法はなく、必然的に建設事業など臨時的経費を賄う財源の確保が困難となるので留意する

必要がある。 

いずれにしても、歳入総額の中に占める経常的収入が多ければ多いほど、当該団体の歳

入構造は安定的であるということができる。 
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○ 経常収支比率 

  経常収支比率は、当該団体の財政構造の弾力性を測定する比率として使われる。 

  

経常経費充当一般財源の額 
  × １００ （％） 

  経常一般財源の額 

 

  人件費、扶助費、公債費等の義務的性格の経常経費に、市税、地方交付税、地方譲与税

などの経常一般財源がどの程度充当されているかを見ることにより、当該団体の財政構造

の弾力性を判断するための指標として用いられる。 

まず経費を臨時的経費と経常的経費に分類し、それぞれに充当すべき特定財源を充当す

る。残余に臨時一般財源を充当し、なお不足する部分を経常一般財源で補うこととなる。

こうしたことからすると、経常経費に充当した経常一般財源の残りが多いほど臨時の財政

需要に対して余裕をもつこととなり、財政構造に弾力性があることとなる。 

 地方公共団体の一般財源の収入は景気の変動に対応して収入の伸縮を図る自己調整能

力が乏しく、反面行政活動の多様化などから、経常経費の伸びが著しく、収入の変動に対

応して伸縮できる経費が乏しい状況にある。このような状況では、一層財政構造の弾力性

の確保が必要となる。 

 

  なお、公営企業会計の経常収支比率は、普通会計の経常収支比率とは定義が異なる。 

      

経常収益 
  × １００ （％） 

     経常費用 

この比率が、１００％以上の場合は単年度黒字を、１００％未満は単年度赤字をあらわ

すことになる。 

 

○ 財政力指数 

 地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数

値の過去３年間の平均値をいい、地方公共団体の財政力を示す指数として用いられる。 

 基準財政収入額は、地方公共団体が標準的に収入しうると考えられる地方税等のうち基

準財政需要額に対応する部分とされ、市町村にあっては標準税率で算定した当該年度の収

入見込額の１００分の７５の額とされている。 

 基準財政需要額は、地方公共団体が妥当かつ合理的な平均的水準で行政を行った場合に

要する財政需要を示す額とされている。 

財政力指数は、１に近くあるいは１を超えるほど財源に余裕があるものとされている。 

       

基準財政収入額 
  の３年度間の平均 

基準財政需要額 

 

○ 標準財政規模 

普通交付税を積算する際の市税・地方消費税交付金等の交付金・地方譲与税・交通安全



 

対策交付金・普通交付税額を合計した、当該公共団体の一般財源の標準的な財政規模を示

すものである。 

 

 

 

＜地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく財政指標＞ 

 

○ 実質赤字比率 

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率。早期健全化基準は市町

村にあっては１１．２５％以上～１５％以上（伊丹市の平成３０年度決算においては１１．

４３％以上）、財政再生基準は市町村にあっては２０％以上。 

 

       一般会計等の実質赤字額 

     標準財政規模 

 

 

○ 連結実質赤字比率 

全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率。早期

健全化基準は市町村にあっては１６．２５％以上～２０％以上（伊丹市の平成３０年度決

算においては１６．４３％以上）、財政再生基準は市町村にあっては３０％以上。 

 

         連結実質赤字額 

     標準財政規模 

 

○ 実質公債費比率 

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率。早期

健全化基準は市町村にあっては２５％以上、財政再生基準は市町村にあっては３５％以上。 

 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）― 

 （特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模 － 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 

 

○ 将来負担比率 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。早期健全化基

準は市町村にあっては３５０％以上。 

 

将来負担額 ―（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高に 

係る基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模 ― 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 



 

○ 資金不足比率 

  公営企業ごとの資金の不足額の事業規模に対する比率。経営健全化基準（早期健全化基

準に相当する基準）は２０％以上。 

 

資金の不足額 

     事業の規模 

 


